
 

船橋市高齢者虐待防止等ネットワーク運営委員会設置要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、高齢者虐待の予防と早期発見・早期対応・再発防止を図り、もっ

て高齢者の平穏な生活を確保すること、在宅の高齢者を対象に保健・医療・福祉等に

係わる各種サービスの総合調整を推進すること並びに認知症が疑われる人や認知症

の人及びその家族への初期の支援を行う「認知症初期集中支援チーム」の適切、公正

かつ中立な運営を確保することを目的とし、船橋市の関係機関及び団体が役割を明確

にするとともに、その連携を強化するために、船橋市高齢者虐待防止等ネットワーク

運営委員会（以下「運営委員会」という。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定

めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において高齢者とは、船橋市に居住する原則として６５歳以上の者を

いう。 

２ この要綱において高齢者虐待とは、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支

援等に関する法律（平成１７年法律第１２４号）第２条第４項に規定する養護者によ

る高齢者虐待又は同法第２条第５項に規定する養介護施設従事者等による高齢者虐

待をいう。 

 （所管事務） 

第３条 運営委員会は、次の事務を所管する。 

 ⑴ 高齢者虐待防止に関わる関係機関等の連携強化、意見・情報交換に関すること。 

 ⑵ 高齢者虐待の予防・早期発見・早期対応・再発防止の対策の強化に関すること。 

 ⑶ 高齢者虐待の被害者及び介護者への救済支援体制等の強化に関すること。 

 ⑷ 高齢者虐待の実態調査に関すること。 

 ⑸ 養護者による高齢者虐待の防止に資する支援に関すること。 

⑹ 処遇困難なケース等に対し、適切なサービス提供に繋げる方策の検討及び関係機

関等との調整に関すること。 

⑺ 地域の高齢者のニーズの把握、各種サービスの充足状況及び問題点の分析並びに

地域ケアの方策の検討に関すること。 

⑻  認知症初期集中支援チームの設置及び活動状況の検討に関すること。 

⑼  その他運営委員会の目的を達成するために必要な事業等に関すること。 

 （組織） 

第４条 運営委員会の委員は、１９名以内で組織する。 



 

２ 運営委員会の委員は、次に掲げる者の内から、市長が委嘱する。 

 ⑴ 学識経験者 

 ⑵ 船橋市医師会代表 

 ⑶ 船橋歯科医師会代表 

 ⑷ 船橋薬剤師会代表 

 ⑸ 千葉県弁護士会代表 

 ⑹ 千葉県船橋警察署代表 

 ⑺ 千葉県船橋東警察署代表 

 ⑻ 千葉県社会福祉士会代表 

 ⑼ 船橋市社会福祉協議会代表 

⑽ 船橋市民生児童委員協議会代表 

 ⑾ 船橋市自治会連合協議会代表 

 ⑿ 船橋市老人福祉施設協議会代表 

 ⒀ 船橋市介護老人保健施設協会代表 

 ⒁ 千葉県在宅サービス事業者協会代表 

 ⒂ 船橋市介護支援専門員協議会代表 

 ⒃ 船橋市ボランティア連絡協議会代表 

 ⒄ 千葉県柔道整復師会船橋鎌ヶ谷支部代表 

 ⒅ 船橋市鍼灸マッサージ師会代表 

 ⒆ 認知症の人と家族の会千葉県支部代表 

３ 委員の任期は、３年とし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、

再任を妨げない。 

 （会長及び副会長） 

第５条 運営委員会に会長及び副会長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理し、運営委員会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 運営委員会の会議は、会長が招集し、会長が議長となり議事を整理する。 

２ 運営委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見又は説明を

聞くことができる。 

 （担当者会議） 



 

第７条 運営委員会に船橋市高齢者虐待防止等ネットワーク担当者会議（以下「担当者

会議」という。）を置き、運営委員会の所管事務に関する調査・研究を行うため、担

当者会議を開催する。 

２ 担当者会議の構成員は、次に掲げる者の内から、市長が委嘱する。 

 ⑴ 船橋市医師会代表 

 ⑵ 船橋歯科医師会代表 

 ⑶ 船橋薬剤師会代表 

⑷ 千葉県弁護士会代表 

 ⑸ 千葉県船橋警察署代表 

 ⑹ 千葉県船橋東警察署代表 

⑺ 船橋人権擁護委員協議会代表 

⑻ 千葉県社会福祉士会代表 

 ⑼ 船橋市民生児童委員協議会代表 

 ⑽ 船橋市老人福祉施設協議会代表 

 ⑾ 船橋市介護老人保健施設協会代表 

 ⑿ 千葉県在宅サービス事業者協会代表 

 ⒀ 船橋市介護支援専門員協議会代表 

⒁ 認知症の人と家族の会千葉県支部代表 

⒂ その他代表が必要と認める者 

３ 構成員の任期は、３年とし、補欠の構成員の任期は前任者の残任期間とする。ただ

し、再任を妨げない。 

 （代表及び副代表等） 

第８条 担当者会議に代表及び副代表を置き、構成員の互選により選任する。 

２ 代表は、会務を総理し、担当者会議を代表する。 

３ 副代表は、代表を補佐し、代表に事故があるとき、又は代表が欠けたときは、その

職務を代理する。 

４ 担当者会議に構成員が出席できない場合、代表はその代理の者を出席させることが

できる。 

 （災害補償） 

第９条 運営委員会の委員及び担当者会議の構成員の業務に関わる事故については、議

会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４２年船橋市条例

第３３号）の規定を準用する。 



 

 （事務局） 

第１０条 運営委員会及び担当者会議の事務局は、地域包括ケア推進課が行う。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２３年１月１８日から施行する。 

（船橋市高齢者虐待防止ネットワーク運営委員会設置要綱及び船橋市地域ケア会議

設置運営要綱の廃止） 

２ 船橋市高齢者虐待防止ネットワーク運営委員会設置要綱及び船橋市地域ケア会議

設置運営要綱は、平成２３年２月２１日に廃止する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年２月２１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年１０月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

（船橋市高齢者虐待防止等ネットワーク運営委員会の機能を拡充し、船橋市認知症初

期集中支援チーム検討委員会としての機能を追加する。） 

  附 則 

この要綱は、令和２年２月２１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 


